避難所運営マニュアル
作成のてびき
（鎌倉市）
令和２年（2020年）11月
目 次
避難所運営の基本方針 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P1
第１章 避難所の開設
１ 避難所開設の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P4
２ 避難所の開設体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P4
３ 施設の点検・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P5
４ 施設の外での待機・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P5
５ 避難所の開設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P5
６ 避難所開設の報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P5
７ 避難所への入所・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P6

８ 避難所が開設できない場合・・・・・・・・・・・・・・・・P6
第２章 避難所の運営
１ 運営主体・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P7
２ 受け入れ場所の決定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P7
３ 市職員・施設管理者の役割・・・・・・・・・・・・・・・・P7
４ 避難者名簿の作成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P8
５ ペットの対応・・・・・・・・・・・・・・　　・・・・・・P9
６ 避難所状況の報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P9
７ 物資の配布・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P10
８ 避難者への情報提供・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P12

９ 感染症対策の徹底・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P12
10 要配慮者への配慮・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P13

11 性別の違いによるプライバシーと防犯についての配慮・・・・P14

12 児童・生徒等の待機スペースの確保及び保護・・・・・・・・P14

13 職員等の交代、業務の引継ぎ・・・・・・・・・・・・・・・P15

第３章 避難所の運営組織
１ 避難所の運営組織・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P16

２ 避難所運営委員会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P17

３ 各班の活動内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P20

第４章 避難所の閉鎖
１ 避難所の規模縮小・閉鎖の準備・・・・・・・・・・・・・・P30

２ 避難者への働きかけ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P30

３ 避難所の復旧作業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P30

４ 避難所の閉鎖・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P30
はじめに
本手引きは、鎌倉市地域防災計画　地震災害対策編「第10章 避難・被災者受入れ、保護対策」に基づく「避難所運営マニュアル」を作成するための考え方をまとめたもので、災害が発生または発生するおそれがある場合に設置される避難所に関する基本的な考え方、避難所組織のあり方や活動の内容などをまとめたものです。
大規模災害時には、市と自主防災組織をはじめとする地域住民等が協力して避難所を運営することとなります。

本手引きは避難所開設前の各地域避難所運営委員会規約に基づく運営委員会の立ち上げから、発災後の避難所の開設、運営する際の基礎資料として活用できるよう、開設から閉鎖までの手続き、運営組織の役割、感染症予防や要配慮者、ペットの受け入れ等の配慮が必要な事項について記載しています。
この手引きをベースとして、災害発生時に円滑な避難所の運営ができるよう事前に準備しておくとともに、避難所ごとに地域の実情に応じた対応をしてください。
　ただし、本手引きは、市民から問い合わせが多いような事項を取り入れたものとなっていますが、全ての事項が盛り込まれている訳ではありません。地域の実情によって避難所運営の方法は異なりますので、本手引きを参考として、それぞれの地域特性に合わせ、必要箇所を追加又は削除してください。

　今後、本手引きの修正については、鎌倉市地域防災計画、神奈川県避難所マニュアル策定指針（令和２年６月）等関係する計画等が見直されたときに、適宜、修正を行うこととします。
鎌倉市

　
避難所運営の基本方針
≪避難所に関する基本的な考え方≫
大規模な災害が発生した場合、多くの被災者が長期にわたり、避難所において避難生活を余儀なくされます。
避難所の生活を安定させ、運営に係る様々な活動を円滑に行うためには、避難者同士の助け合いや協働の精神に基づく自主的な運営が不可欠となることから、行政、施設管理者、地域が協力・連携して避難所の開設・運営を行うことが必要です。また、大規模災害発生時に避難所を地域住民（避難者）が、一定期間、臨時の生活拠点として利用することを前提に、避難所が避難者にとって秩序のとれた臨時の生活拠点として機能するよう、事前に避難所運営委員会を設置します。

１　初動期の避難所運営
災害発生直後の避難所開設当初においては、市職員・施設管理者が自主防災組織と協力して、応急的に避難所の運営を行います。

２　展開期の避難所運営
応急的な対応が落ち着いた段階で、自主防災組織を中心とした自主的な運営に移行します。

≪避難所の目的と種類≫
１　避難所
地震や風水害等の災害で被災し、自宅で生活できない方が一定期間滞在（避難生活）するために、市があらかじめ指定している施設です。市では、市内の市立小・中学校を避難所（２５箇所・別表参照）に指定しています。
避難所のうち１２箇所には応急救護所（別表参照）が設置され、その管理運営については、市・関係機関が行うこととなっています。
２　福祉避難所
福祉避難所は、災害時に必要に応じて設置します。避難所において特別な配慮が必要な方（高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児、病弱者等）のうち、避難所での生活が著しく困難な方のための避難所です。そのため、福祉避難所は一般の避難者の避難所ではないことなど、その意義について周知を図っていきます。


＜福祉避難所の開設＞
福祉避難所については、災害時に避難所を開設する場合であっても必ず開設するものではなく、災害の規模や発生場所、予想される避難日数等を考慮して、必要に応じて市が開設を決定し、施設に要請します。
≪避難所運営にかかわる組織の役割≫
	組　　　織
	基　本　的　な　役　割

	地　　　　域
	自主防災組織等
	■災害発生直後は、施設管理者・市職員と協力して応急的に避難所の運営を行います。

■災害等により避難した地域住民が、一定期間秩序ある生活をする避難所を管理運営するために、自主防災組織が中心となり、避難所の施設管理者や市職員と避難者が協力し合って自主的な組織として避難所運営委員会を作り、避難所の運営にあたります。

	
	避　　難　　者
	■避難所開設時に、自主防災組織・市職員の指示に従って協力します。

■運営が本格化した際は、避難所運営委員会の組織の一員として、それぞれ役割を担当します。

	行　政
	市　　職　　員
	■自主防災組織等による自主的な運営に移行するまでは、自主防災組織と協力して応急的に避難所の運営を行います。

■避難所運営委員会が設置され、自主防災組織等による自主運営に移行した後は、市災害対策本部との連絡調整など、運営を支援します。

	施　設
	施設管理者（学校）
	■あらかじめ指定された市職員と連携して、避難所を開設し、施設管理面から運営を支援します。


≪避難所開設から閉鎖までの流れ≫

避難所の運営は、避難者を含めた全員で行うことが重要です。


開設　　　　発災直後


運営　　

発災後～
　　　　　　　３日程度


　　　　　　　 ３日目

　　　　　　　  以降

　　　　　　　 ３カ月

程度

閉鎖
第１章 避難所の開設
１　避難所開設の概要
⑴　災害発生時における避難所は、原則として災害対策本部長の指示により開設します。ただし、休日・夜間等の勤務時間外に市内で震度５強以上の地震が発生したときなどは「鎌倉市職員の初動時非常配備要綱」に基づき開設します。
⑵　避難所として利用する施設は、救護所を除き、原則として体育館から利用することとし、感染症対応など状況に応じて学校全体を利用することとします。ただし、職員室や校長室など使用出来ない場所があるため、その詳細は学校関係者と調整します。

２　避難所の開設体制
避難所として開設する場合は、市職員が参集して対応します。

⑴　鍵の保管は、市総合防災課と避難所配置職員（責任者・補助者）が管理しています。

⑵　避難所の開設は、施設管理者と市職員が協力して行います。

３　施設の点検
避難所の開設は、施設の安全を確認してから行います。余震による建物の倒壊など二次災害に遭遇する危険性を回避するため、施設の安全確認を「様式１」避難所点検チェックリストにより行い、安全性について疑問がある場合は建物の全部または一部を避難所として使用せずに、市災害対策本部と協議し、建築物の応急危険度判定が終了するまでは、二次災害防止のため、立ち入りを最小限にとどめます。
＜応急危険度判定＞
応急危険度判定とは、大地震により被災した建築物を調査し、その後に発生する余震などによる倒壊の危険性や外壁・窓ガラスの落下、付属設備の転倒などの危険性を判定することにより、人命にかかわる二次的災害を防止することを目的として実施します。
４　施設の外での待機
⑴　避難者は施設の安全が確認されるまで、校庭などの安全な場所に、自主防災組織等の単位でまとまって待機するようにします。
⑵　市職員や施設管理者は、自主防災組織等の役員等と協力し、待機の必要性や開設されている避難所の情報提供を行い、避難者の理解を得るよう努めます。

５　避難所の開設
市職員及び施設管理者は、施設の点検が終了し、安全が確認できた後に、あらかじめ貸与している鍵を用いて開錠し、避難所を開設します。

６　避難所開設の報告
⑴　市職員は、避難所開設後に市災害対策本部に対し、避難所を開設した旨を報告します。
⑵　報告は、主に市職員がＭＣＡ無線、携帯電話、一般加入電話、ＦＡＸ等　　を利用して行います。

なお、不通の場合は、支所及び消防本部、鎌倉消防署に配置している衛星携帯電話を利用してください。

また、この時点では、正確な避難者数や被害状況等は不明な場合が考えられますが、その時点で把握できている情報を、避難所を開設した旨と合わせて、迅速に市災害対策本部に報告します。

あくまでも、その時点で可能な範囲の情報で構いません。

＜報告内容の例＞

避難所名、市職員の避難所到着時間及び配置に着いた市職員名、学校関係者名、自主防災組織名及び代表者名、開設日時、避難者数、建物などの被災状況や地域の被害状況等。

⑶　ＦＡＸが使用可能な場合は、「様式２」避難所状況報告書を送信します。
７　避難所への入所者
大規模災害発生時は、想定している避難所だけでは、大きく不足することが想定されるため、要配慮者を優先的に入所させたり、住宅の被害が軽微な場合は自宅に留まるように誘導したりすることも検討します。

　また、観光客等の帰宅困難者については、周囲の安全を確認した後、帰宅困難者用の一時滞在施設へ誘導します。

	対　象　者
	■住宅が被害を受け、居住の場を失った方
■火災等の発生により、すみやかに避難しなければならない方
■災害によって、現に被害を受けるおそれのある方
■地域外から来て、帰宅することが困難な方
■その他災害により生活の自立が困難な方


８　避難所が開設できない場合
建物の壁や柱にひび割れがあるなど、応急危険度判定をしなくても一見して避難所として使用できないことが明らかな場合、市職員や施設管理者、自主防災組織等の役員は、避難者を近隣の避難所などへ誘導します。
なお、避難所が開設できないことを市災害対策本部へ報告します。


第２章 避難所の運営
１　避難所の運営主体と組織
自主防災組織が中心となり、避難所の市職員や施設管理者（学校）と避難者が協力して、避難所の運営にあたります。

⑴　現地本部の設置

　　　現地本部は、避難所運営委員会が運営します。また、避難所運営委員会は、自主防災組織、避難者、市職員、施設管理者により組織します。（避難所運営委員会組織編成表　様式３参照）

　　　ただし、災害発生直後は、市職員・施設管理者を中心に避難所の運営がなされるため、過度な負担にならないよう、お互い注意を払いながら運営します。

⑵　班の設置

　　　避難所運営委員会は、総務班、情報広報班、救護班、食料物資班、環境衛生班で構成します。(避難所運営班編成表　様式４参照)

　　　また、各班の編成にあたっては、避難者の中に専門的な知識や技術を持った方がいた場合は、その方の協力を得ながら組織を編成します。

２　受け入れ場所の決定
⑴　各避難所において、避難者を受け入れる場所については、施設管理者と
市職員が協議して決定します。
⑵　受け入れ場所については、避難者１人あたりの面積を概ね３㎡とし、原則として、学校は授業を再開することを想定して、第一段階では体育館を使用し、第二段階として教室等を使用します。教室、廊下等体育館以外の場所に避難者を収容する場合は、掲示物などの個人情報に注意します。

＜新型コロナウイルス感染症を踏まえた避難所運営＞
　・避難者の配置は２ｍ程度の距離を保ち、家族単位での配置とします。
  ・健康不良者、発熱者は、受付時に把握して教室など専用スペースへ案内します。（別添避難所レイアウト参照）
⑶　高齢者などの要配慮者については、状況に応じて必要な場所の確保に努めます。

３　市職員・施設管理者の役割
⑴　立入禁止部分の設定
避難所となる学校は体育館から使用しますが、必要に応じて校舎も使用することになります。校長室や職員室などは、個人情報などの重要な情報があるため、立ち入りを禁止します。このほか、危険物（薬品等）がある場所など、立ち入りを禁止とする場所については、施設管理者と適宜調整を図るとともに、避難者へ周知します。
学校は、極力早い段階で施設機能を回復（授業再開）しなくてはならないため、避難者の人数に応じて、使用すべき場所を限定する必要があります。
廊下・階段・トイレなどは、避難者が共有するスペースとなりますので、原則として共用部分を避難スペースとして占用することはできません。
また避難所敷地内である校庭への車両乗り入れは、緊急車両や支援車両の通行の妨げになるおそれがあることなどから車による車中泊など一般車両の乗り入れは原則認めません。
⑵　避難所開設の周知
避難所開設の旨の看板等を掲示し、地域住民に周知します。
⑶　避難所運営委員会の設置場所の確保
避難所運営委員会の設置場所を自主防災組織等と協議し確保します。

４　避難者名簿の作成
⑴　避難者カードの記入
避難者の受け入れを開始したら、本人の了解を得た上で非接触型体温計を用いて一人ひとり検温を行い、市職員は「様式５」避難者カード等を避難者世帯の代表者に配布し、記入してもらいます。
避難者カードは、食料や物資の提供、避難者の状況を把握するために、必要となります。
この時、避難者が多数いる場合などは、必要に応じて自主防災組織等に協力を依頼し、避難者カードを地域ごとに配布してもらい、取りまとめます。
また、自宅や自家用車等に避難している避難所外避難者も対象とし、可能な限り避難者カードに記入してもらいます。
＜収集した情報の適切な利用・管理＞

避難者から収集した情報は個人情報となるため、取扱いには十分注意が必要です。情報の適切な保管方法について検討します。

特に、配偶者からの暴力、ストーカー行為、児童虐待等の被害を受け、加害者から追跡されて危害を受ける恐れのある方については、その加害者等に居所等が知られることのないよう、個人情報の管理を徹底します。
⑵　避難者状況の把握
回収した「様式５」避難者カードをもとに、市職員等は「様式６」避難者名簿を作成し、管理します。
その情報を各班に提供し、各班の活動がスムーズに行えるよう連絡を密にします。
また、受け入れのみならず退所した場合も記録し、日々集計を行います。

＜福祉避難所対象者の把握＞
避難所では避難生活に支障があり、特別な配慮を必要とする場合には、「様式５」避難者カード等により市災害対策本部へ報告します。
なお、連絡票の作成が難しい場合は、電話等により市災害対策本部へ連絡し、後で連絡票を提出します。

５　ペットの対応
　ペットの対応については、環境省「災害時におけるペットの救護対策ガイドライン」によることを原則とします。

　災害時において、ペットは飼い主と同行避難※することが原則ですが、避難所では、様々な事情、価値観を持つ避難者が共同生活を営むため、ペットの

飼育をめぐり、トラブルが発生することがあることから、ペットの取扱いについて、避難所ごとに受け入れ可能なペットの種類、管理法及び飼い主の管理責任などのルールを決め、適切に管理し、事前にルールを周知する必要があります。

⑴　ペットの受け入れ

犬、猫等のペットを避難所に同行した場合には、受付時に「様式５」避難者カードのペットの有無欄に記入するとともに、「様式７」避難所ペット等登録台帳に詳細を記入してもらいます。
ペットは、動物アレルギーの方に配慮し、生活場所への同伴は原則禁止とします。ただし、例外的に補助犬（盲導犬・介助犬・聴導犬）については同伴を認めますので、避難所内の配置に配慮します。

　⑵　受け入れ場所

避難所運営委員会では、放し飼いはしない、ケージ等での飼育を原則とするなど、基本的なルールを決定し、屋外などペット区画を選定します。なお、ペットスペース設置場所については、ペットを飼育していない避難者と交わらないこと、直射日光や雨をしのげる場所などの配慮が必要となります。

　⑶　ペットの飼育
ペットの飼育（餌やり等）や飼育場所の清掃は、飼い主同士が協力し合い責任を持って行い、鳴き声や臭いなどの苦情、ペットによる他の避難者への危害の防止に努めます。

※　ペットの同行避難　

災害発生時に、飼い主が飼育しているペットを同行し、避難所まで避

難すること。避難所において、人と同じエリアで過ごすこととは異なり　ます。
６　避難所状況の報告
⑴　報告内容
避難所開設の報告と同様 （第１章 ６ 避難所開設の報告 参照）

⑵　報告のタイミング
避難所配置職員は避難所開設報告後、下記の時間を目安に、市災害対策本部へ状況報告を行います。
ただし、極端な状況の変化（避難者が大幅に増えた、停電した、避難者が全員帰宅したなど）があった場合は、上記の目安に関わらず適宜報告します。
【第１報】・・・・・・・避難所開設後すぐ
【第２報】・・・・・・・第１報後、３時間以内
【第３報】・・・・・・・第２報後、３時間以内
【第４報以降】・・・・・状況に応じて
⑶　報告手段
ＦＡＸが使用可能な場合は、「様式２」避難所状況報告書を送信します。また、有線電話や携帯電話の場合は、避難所状況報告書に基づき、口頭で報告します。
なお、上記の手段が使用できない場合は、最寄りの避難所や市の施設へ直接行くなどして、状況を報告するように努めます。

７　物資の配布
⑴　ニーズの調査
各班からの要請に基づき避難者のニーズを把握し、「様式８」物資依頼票により、市災害対策本部に要請します。このとき、要請すべき物資としては、次のような広く一般的に使用が想定される生活必需品が考えられます。

	
	想定される生活必需品（例）

	①
	食料（アルファ米など）、飲料水

	②
	毛布

	③
	タオルなどの衛生用品

	④
	ティッシュ、トイレットペーパー

	⑤
	紙コップ、紙皿、割り箸

	⑥
	下着類、おむつ類、生理用品

	⑦
	乳幼児用のミルク


⑵　備蓄品の配布
食料などを防災倉庫に備蓄してありますが、数量には限りがあります。応援物資が届くまでは、公平に配布します。
⑶　物資の受け入れ
物資が届いたら、荷降ろし、搬入のための人員が必要となりますので、施設職員や避難者に協力をお願いします。
在庫管理が必要となりますので、物資を受け入れる際には、「様式９」避難所物資受け入簿に品目別に数量を記載してください。

８　避難者への情報提供
正しい情報を避難者全員が共有することは非常に大切です。情報を効率よく、漏れのないように伝達します。
避難所に掲示板がある場合は、掲示板の利用について施設管理者に依頼し、掲示板などがない場合は、ホワイトボードを借りるなど、臨時の掲示板作成に努めます。
なお、掲示板に掲載する情報は、小さな子どもや日本語の理解が十分ではない外国人でも内容が把握しやすいよう、平易な言葉や字を使うよう配慮します。掲示板に掲載する情報には、次のような項目があります。

	①
	最新情報（今日の情報）

	②
	市からのお知らせ

	③
	安否情報

	④
	生活情報（食料物資の配給・風呂の提供・巡回診療・健康相談など）

	⑤
	ライフライン情報

	⑥
	交通情報（交通規制等）

	⑦
	施設関連情報（生活ルール・避難所施設に関する情報等）


９　感染症対策の徹底
    避難所のすべての者が適切な感染対策を行うよう、手指衛生・咳エチケット、定期的な環境表面の清掃や十分な換気の実施などに留意します。

　　＜新型コロナウイルス感染症を踏まえた避難所運営＞

  ・　入所受付時に検温と健康状態を確認する体制を構築し、入所後も定期的に健康状態を確認します。

・　一人ひとりの基本的感染対策として、感染防止の３つの基本「①身体的距離の確保」「②マスクの着用」「③手洗い」を徹底します。

・　人との間隔は、できるだけ２ｍ（最低１ｍ）空けます。

・　感染症状のある者、感染症状のおそれのある者が発生した場合の対応は、

事前に検討しておきます。

10　要配慮者への配慮
⑴　要配慮者への対応
要配慮者の把握は、「様式５」避難者カードのほか、ご家族から聞き取り、「様式10」要配慮者確認票を作成して把握に努めます。
外見だけでは要配慮者であることが分かりにくい方もいますので、その場合は、目印として腕章を活用するなど工夫します。（同意を得た人のみ）

また、必要に応じて、手話通訳者、外国語通訳者、臨床心理士、介護職員、保健師等の専門要員を市災害対策本部へ派遣要請します。
⑵　要配慮者に応じた居住空間
要配慮者（傷病者、高齢者、障害者、乳幼児、妊婦等、避難所の生活に特別な配慮を必要とする方）に対し、より居住性の高い部屋や場所を優先的に提供するように配慮するとともに、要配慮者本人や家族の意向を確認して、割り当てます。

	健康状態等
	居　　住　　空　　間

	高齢者や足が

不自由な人
	■出入り口やトイレの近く

■車いすが通れる通路

	乳幼児や体調の悪い人
	■冷暖房設備のある部屋

■カーテンや間仕切りの活用

	精神疾患の

ある人
	■個室や角部屋など他人と接しない部屋などパニックになった時に落ち着ける場所

	感染疑いの
ある人
	■可能な限り個室にする。困難な場合は、それぞれ専用スペースの確保、パーテンションの活用


⑶　傷病者の対応

　　ア　救護所が設置されている避難所

　　　・　救護所が開設された場合は、救護所スタッフに連絡して対応をお願いします。

・　原則として救護所スタッフが傷病者の対応にあたりますが、状況に応じて救護所スタッフに協力します。

　　イ　救護所が設置されていない避難所

　　　・　一時的な救護スペース（学校保健室等）をあらかじめ確保しておきます。

・　軽傷の場合は、備蓄倉庫の薬品等を使用し、処置を行います。

・　傷病の程度が軽度ではなく対応が困難と思われる場合は、医療救護本部に連絡し、指示を仰ぎます。

・　明らかに重傷・重病人で、緊急対応の必要がある場合は、救急車を要請するとともに、医療救護本部に連絡します。

⑷　福祉避難所への入所
避難所での対応が困難な要配慮者がいる場合は、福祉避難所や市と協定している社会福祉施設等への移送の必要性を判断するため、保健師等の専門要員の派遣を市災害対策本部へ要請します。
福祉避難所等の受け入れ態勢が整ったところで、原則として家族や地域における支援者等が対象者を福祉避難所へ移送します。

11　プライバシーと防犯についての配慮
避難所においては、性的マイノリティーの方や女性の方に配慮した着替えなどの専用スペースを確保するなどプライバシーの配慮や、夜間に通路の灯りをつけるなど、犯罪防止に配慮します。

12　児童・生徒等の待機スペースの確保及び保護
大規模地震災害等では、保護者が帰宅困難者となる可能性があり、児童・生徒の引渡しに時間がかかることが予想されます。
学校の施設管理者は、一般の避難者とは別に、児童・生徒等が待機するスペースを確保します。
また、保護者の安否が不明で連絡が取れない場合、親類等への引渡しや施設等への入所が行われるまでの間、一時的な保護について、町内会や近所の人たちに協力を依頼します。

13　職員等の交代、業務の引継ぎ
市職員は、災害発生直後に対応し、交代の職員が到着した時点で引き継ぎます。
また、避難者による自主的な運営を行う「避難所運営委員会」が設置された時は、避難者名簿、配布物資の記録簿のほか、経緯を記録した書類等を整理し、業務を引き継ぎます。

第３章 避難所の運営組織
１ 避難所の運営組織
　　　　　　避難所運営委員会組織図（例）














＜避難所運営委員会の役割＞
避難者一人ひとりが勝手な行動をとると、避難所内の秩序ある共同生活は困難となります。また、避難所の運営を他人まかせにしていると、自主的な避難所運営も困難となってしまいます。避難所は、避難者自身が生活する場であることから、その運営は避難者自らが避難所生活の主体者として運営にあたることが必要です。
したがって、その運営は避難者等で組織する避難所運営委員会とし、市災害対策本部やボランティアはできる限りその支援にあたることになります。
また、男女のニーズの違い等に配慮するため、班編成については男女バランスよく構成するとともに、専門的な知識や技術を持った方がいた場合は、その方の協力を得ながら、組織を編成しましょう。また、班員については避難者数の状況に応じて編成を行いましょう。
２　避難所運営委員会
⑴　避難所運営委員会とは
地震等の大規模な災害が発生し、避難所等が避難施設となったときに、自主防災組織の代表者、避難者の代表者、市職員、施設管理者等が、お互いに協力して円滑な避難所運営を行うための組織です。
避難所の運営は、避難所運営委員会の委員長を中心に各班の活動により行います。
⑵　避難所運営委員会の構成
・　自主防災組織の代表者
・　避難者代表（施設に避難した住民の代表など）
・　市職員
・　施設管理者（学校長など）
⑶　避難所運営委員会の組織編制
避難所運営委員会の組織編制は、委員長・副委員長のほか総務、情報広報、救護、食料物資、環境衛生(避難所運営班編成表参照)などとし、避難所運営委員会には各班の班長が出席します。なお、委員長は自主防災組織の代表が務め、避難所運営の全般を取りまとめ、会議の開催並びに進行を務めます。

⑷　避難所運営委員会規約の策定
　　

○○地域避難所運営委員会規約（策定例）
（目的及び設置）
第1条 ○○学校周辺において地震等の大規模な災害により甚大な被害が発生
生したとき、避難住民の安全確保を図るため地域住民と行政機関が一体とな
り総合的な避難所の運営管理体制を確立するため、○○地域避難所運営委員
会（以下「運営委員会」といいます。）を設置する。
（構成）
第2条 運営委員会は、各自治会・町内会(以下「自治会等」といいます。)か
ら選出された委員並びに鎌倉市役所、○○○学校等の関係者をもって構成す
る。
（事務局）
第３条　運営委員会の事務局を○○自治会（町内会等）事務所に置く。
（運営活動）

第４条　運営委員会は、地震等の災害時における避難所の円滑な運営と平時に
おける地域住民への啓発等を図るため、次の事項について協議し活動する。
(1)　運営委員会の運営に関すること
(2)　避難所の施設・備蓄品の維持管理に関すること
(3)　避難所に必要な資機材・備蓄品の維持管理に関すること
(4)　避難誘導体制の確立に関すること
(5)　情報交換・連絡体制の確立に関すること
(6)　地域連携体制の確立に関すること
(7)　訓練の実施に関すること
(8)　その他必要な事項
（防災計画）
第５条　前条に係る細部事項について「様式11」別途計画を定める。
（活動班）
第６条　運営委員会には、次の活動班を設ける。
（1） 総務班
資機材や備蓄品（庫）の管理、し尿・廃棄物処理、感染症対策その他避
難所の管理に関すること
(2)　情報広報班
避難誘導、混乱防止、安否確認、ボランティアの統括及び災害時の地域
住民への広報活動に関すること
(3)　救護班
応急救護所の設置及び救護、防疫対策に関すること
(4)　環境衛生班
　　 感染症の予防、生活環境の管理に関すること
(5)  食料物資班
食料物資の確保及び配布に関すること
（役員の種類・定数及び任期）
第７条 　運営委員会には次の役員を置く。
(1)　会長 １名
(2)　副会長 若干名
(3)　事務局長 １名
(4)　総務班長 １名
(5)　情報広報班長 １名
(6)　救護班長 １名
(7)　環境衛生班長 １名
(8)　食料物資班長 １名
２ 役員の任期は１年とし、再任は妨げない。
（役員の選出）

第８条　役員の選出は委員の互選による。
（役員の職務）
第９条　会長は、運営委員会を代表し、会務を統括する。
２ 副会長は会長を補佐し、会長が欠けたとき又は会長に事故があるときはそ
の職務を代行する。
３ 事務局長は事務局を統括し、運営委員会の庶務・会計及び住民への広報・
啓発活動等その他必要な事項を行う。
４ 各活動班長は班を統括する。
（会議）
第10条　運営委員会の会議は、運営活動事項等の協議を行うため、会長が必
要と認めたときに開催し、会長がその議長となる。
（訓練の実施）
第11条　運営委員会は、地域住民の防災啓発及び運営委員会の組織運営を円
滑に行えるよう必要に応じて次の訓練を行う。
(1) 総合訓練
大規模地震を想定して避難所の機能確保及び運営委員会の組織機能が確
保できるよう実施する訓練
(2) 活動班訓練
活動班の組織機能が確保できるよう実施する訓練
(3) 地区訓練
自治会等の自主防災組織が確保できるよう実施する訓練
（経費）
第12条　運営委員会の会議・運営に係る費用は別途定める。
（疑義）
第13条　この規約に定められていない事項又は疑義が生じたときは、その都
度運営委員会で協議して決定するものとする。
附則
この規約は令和　 年（　　　年）　 月 　日から施行する。
⑸　避難所運営委員会組織編成表
　　 「様式３」のとおり　

⑹　避難所運営班編成表
　　 「様式４」のとおり

⑺　年間活動計画
　　活動班マニュアルに基づき、必要事項を年度始めに計画して行います。
「様式11」のとおり
ア　自主防災組織運営を支援します。
各自治会等の自主防災活動が円滑に行えるよう必要に応じて支援・協
力を行います。
イ  昼夜別に応じた体制作りをします。
地震はいつ起きるかわかりません。昼間（在校時）と夜間（在宅時）
に対応できる体制づくりを地域住民に呼びかけます。


３　各班の活動内容
	班　　名
	活　動　概　要

	総　務　班
	■避難所運営の総括

■避難者名簿の作成・管理

■避難所運営の記録

■避難所のレイアウトモデル検討、感染症対策

■防犯対策

■市対策本部や各活動班との連絡調整

■取材の対応

	情報広報班
	■避難所外の情報収集、整理

■避難所内の情報伝達など

	救　護　班
	■要配慮者、傷病者への支援

■福祉避難所への移送要請

	食料物資班
	■食料及び物資の要請、受け入れ、管理及び配布

■炊き出し対応など

	環境衛生班
	■トイレ、ごみ等の衛生管理

■ペットに対する対応



	総務班の仕事

	＜主な活動内容＞

【平時の対応】
■　避難所（避難住民）の使用可能場所、使用禁止場所の把握をします。使用
可能スペースは、体育館・校庭・教室・廊下部分など、使用禁止部分は、職
員室・保健室・校長室など
·  避難所のレイアウトモデルの検討をします。（別添避難所レイアウト参照）
収容スペースの把握、地域ごとの避難スペースの割振り、各班の拠点・救
護所等拠点運営に必要なスペース、感染症状のある者等を隔離する専用スぺ
ースの確保、要配慮者、女性（特に妊産婦、乳幼児を抱える母親）、子ども
（特に乳幼児）、ペットに配慮したスペースの割振りなど
■　備蓄品、備蓄倉庫の管理・点検を実施します。
「様式12」防災資機材点検票により外観や機能を点検、災害発生の時間別による検討、児童や生徒在校時は、学校職員が児童や生徒の安全確保を最優先に行い、避難スペースを確保します。
·  早朝・夜間・休日等の児童や生徒不在時は、運営委員等が連携して被害情
報の収集に務め、早期に避難スペースを確保します。
·  高齢者、障害者、妊産婦等への福祉的配慮します。
【非常時の対応】
避難所運営委員会会議の準備や避難所運営委員会で決定した事項の取りまとめや他の運営班の業務内容に属さない決定事項の実施等を行います。
■　避難所の被害状況を把握しておくとともに、適宜、「様式１」避難所点検チェックリストにより点検を実施し、安全な避難所の確保に努めます。

■　避難所運営委員会（現地本部）の事務局を担います。

■　避難者について「様式６」避難者名簿及び「様式５－２」健康状態チェックリストを使用し、避難者の情報を管理します。
■　「様式13」避難所日誌に記録します。

■　避難所レイアウトを設定し、使用可能場所や使用禁止場所を把握します。

■　避難者の居住空間は、施設の再開に配慮しながら、可能な限り屋内を使用します。

■　避難所敷地内における事故等を防ぐため、避難者と車両（緊急車両や支援車両など）の導線を区分けするなど、安全性の確保に配慮します。

■　防災備蓄倉庫の管理点検を実施します。

■　避難所内の整理・整頓・清掃のルール化を図ります。

■　秩序維持のため、夜間の巡回を行います。

■　避難所利用者のための総合相談窓口を設置します。また、避難所におけるトラブルへの対応を担います。

■　名簿の一元管理を行い、入所者及び退所者を確実に把握します。また各班
にその情報を提供し、各班の仕事がスムーズに行えるよう連携を密にしま
す。

■　取材や調査に関する対応を行います。

■　取材対応の基本方針は、避難所運営委員会に諮り決定します。また、取材の受付時に「様式14」取材者受付用紙に内容を記入してもらいます。

■　避難者名簿を公開する場合は避難者の同意を得ることとします。

■　学校授業の早期再開へ協力します。


	情報広報班の仕事

	＜主な活動内容＞

【平時の対応】
·  各地域の世帯状況や高齢者・障害者、外国人等の実態把握をします。
各自治会単位で随時、「様式15」事前世帯情報収集票を活用して調査を実施し、状況把握をします。
·  高齢者・障害者、外国人等への情報伝達手段、発災直後から正確な情報提
供を心掛ける必要があるため、その時々の状況に見合った情報伝達手段を検
討します。
· 避難経路の確保や避難誘導訓練の啓発をします。
各地域単位での安全な避難経路を確保します。（路上駐車対策等）地域住
民に対し避難誘導訓練を行い、指定緊急避難場所から指定避難所までの避難
経路を複数確認し、災害時に適切な避難行動ができるよう意識づけます。
【非常時の対応】
[避難状況の把握]

　避難者に対し、市職員等と協力して「様式５」避難者カードを記入させ、避難状況の把握に努めます。

[避難所伝達情報]

掲示板に掲載する情報は、小さな子どもや日本語の理解が十分ではない外国人でも内容が把握しやすいよう、平易な言葉や字を使うよう配慮します。

掲示板に掲載する情報には、次のような項目があります。
また、特に重要な項目については、避難所運営委員会会議で連絡し、総務班を通じて避難者へ伝達する必要もあります。

■　最新情報（今日の情報）

■　市からのお知らせ

■　安否情報
■　個人情報の保護

■　生活情報（食料物資の配給、風呂の提供、巡回診療・健康相談等）

■　ライフライン情報

■　交通情報（交通規制等）

■　復興情報（資金援助等）

■　施設関連情報（生活ルール、避難所施設に関する情報等）

[避難所周辺の情報収集、整理]

市災害対策本部、報道機関、他の避難所、避難者等から情報を収集し、被害情報や復旧情報等を把握します。ただし、災害時は情報が錯綜することが多いので、デマなど誤った情報には注意することが必要です。

■　避難所周辺の地図

■　災害の全体にかかる情報（震源、震度、死者数、倒壊家屋数、余震等）

■　救護所、医療機関の開設状況

■　ライフラインの供給状況及び復旧見込み

■　鉄道・道路などの交通状況

■　廃棄物の一時集積所等の情報

■　罹災証明・給付金などに関する情報

■　給水車の巡回状況

■　遺体安置に関する情報

■　各種相談窓口に関する情報




	救護班の仕事

	＜主な活動内容＞

【平時の対応】
■　 応急救護方法の啓発をします。各自治会単位の自主防災組織が中心にな
り実態に見合った訓練を行います。
■  高齢者・障害者等の把握や対応策の検討をします。各自治会単位で高齢
者・障害者等の実態を把握します。高齢者施設（○○ホーム）の見学や訓練
に参加しさまざまなケースに応じられるようにします。
■　ボランティアの協力体制づくりをします。看護師資格等を持つ人等、救護
協力ができる人の把握をします。また、訓練の参加呼び掛けを行い災害時の
体制づくりをします。
■ 救急用品の状況を把握します。各自治会単位の保有状況を随時調査し、実態の把握と必要品目の検討を行います。
■　衛生管理知識の習得と啓発指導をします。保険所へ協力依頼等により、イ
ンフルエンザ等の感染症やメンタルケア等、集団生活における衛生管理対策
や研修会や消防署の協力を得て救急講習を受講し、知識を習得します。
【非常時の対応】

[要配慮者、傷病者等への支援]
■　子ども、妊産婦、病気の人、体の不自由な人、体調不良者、介護が必要なお年寄りなどの要配慮者を支援するため、ニーズの把握や各種支援を検討します。

■　女性や乳幼児のニーズを把握するため、窓口に女性も配置します。

■　市が作成する避難行動要支援者名簿と避難者名簿を確認し、避難所への避難が確認できない避難行動要支援者がいた場合は、市職員や市災害対策本部に連絡します。

■　総務班と協力して要配慮者の状況を把握し、傷病者については「様式16」傷病者リストに記載します。要配慮者の把握は、避難者カードや要配慮者確認票により行いますが、入所時に届け出ていない可能性もあるので、周囲からの情報や総務班と連携し、配慮が必要な人を把握することが重要です。

■　傷病者に対しては応急手当てを行うとともに、必要に応じて最寄りの救護所または医療機関へ搬送します。

■　障害の程度等により、避難所での生活が困難な方については、福祉避難所への移送を要請します。

【医療・救護に関わる対応】

■　災害時には医療機関も被災し、診療が行えないことが考えられます。救護班が中心となり、体調不良を訴える避難者へのケアや、その他救護に関わる対応を行います。また、こころの不調も誰にでも起こりうる問題です。積極的に保健師等に相談しましょう。
なお、可能な限り、専門的な技術・知識を持つ人が主体となり実施し、地域では対応の補助を行います。




	食料物資班の仕事

	＜主な活動内容＞
【平時の対応】

■　食料物資班としての役割分担の確立をします。 各単位自主防災組織と連
携・協力し、震災時に備え、物資の受入れ、炊き出し及び配布方法等についてそれぞれの役割分担を決めておきます。
■　食料等の備蓄について地域住民への啓発活動をします。 発災時、救援物
資が届くまでのつなぎとして、最低３日分、推奨１週間分の水や食料等を各
家庭で確保しておくよう、機会をとらえ啓発を行います。
■　各自治会単位の人員の把握をします。 各自治会単位の人数の把握（乳幼
児、介護を必要とする人、高齢者等別に把握）をします。 昼間人口と夜間
人口別の把握をします。 各単位自主防災組織と連携・協力し、発災時に「避
難所運営委員」が揃うまでの体制づくりをします。
■　発災時に備え実戦的な訓練をします。 各単位自主防災組織と連携・協力
し、炊き出し方法、各資機材の操作方法等実践的な訓練を機会をとらえて行
います。 発災後避難所生活に必要な物資確保についての方策を検討します。
【非常時の対応】
発災直後は、食料や物資の配給が十分行き届かないことが考えられます。

　支援に一定の時間がかかることから、地域内の備蓄食料等を活用して、必要に応じて炊き出しなど食料の確保を行います。

[食糧・物資等の配分]
■　避難所利用者には、可能な限り自宅から食料・水・毛布・寝具等、生活に最低限必要なものを持参するよう促します。また、状況に応じ、避難所利用者が持ち寄った食料の提供を呼びかけます。

■　物資の配布にあたっては、配布場所を施設管理者と協議して決定し、避難者に配布場所を周知します。物資・給食等の配分は、公平性の確保に最大限配慮し、原則として避難者の世帯などのグループごとに行い、在庫管理をします。また、自宅等で生活している方が避難所へ物資の配布を求めてくる場合があります。その場合は、「様式５」避難者カードの記入を依頼し、物資を配布します。
■　要配慮者等の特別な要望など、通常とは異なる配分・配給を必要とする場合は個別に対処します。

[不足物資等の把握と要請]

■　不足物資等の内容、数量を取りまとめ、市職員と協議した後、その内容を現地本部に報告し「様式８」物資依頼票で市災害対策本部に要請します。
■　物資等の要請に当たっては、内容、数量等を的確に把握し、余剰が発生しないよう注意します。

[物資等の管理]

■　不要な救援物資が到着したときは受領を拒否します。
■　班長は要請した物資等が搬送されたら「様式９」避難所物資受け入簿に記入し、あらかじめ決められた場所に保管します。
■　要配慮者等の特別なニーズに対しては個別に対処するよう努めます。

[生活用水の確保]

■　飲料水を安定的に供給ができるようになったら、トイレ・手洗い・洗顔・洗髪・洗濯等の生活用水の確保に努めます。

■　プールがある場合は、生活用水として有効的に活用します。

■　燃料の確保に努めます。




	環境衛生班の仕事

	＜主な活動内容＞

【非常時の対応】
■　生活衛生環境の管理をします。食料の衛生管理について、食器は使い捨て、
食べ残しはその日のうちに捨てます。ごみ収集の管理及びごみの分別処理を
行います。避難所の整理・整頓を推進します。生活用水（トイレ・風呂等）
の確保を行います。
· 　インフルエンザ等による感染症を予防するため、流水による手洗いを励行します。避難所出入口、トイレ前や手洗い場等に消毒液を配置し、うがいや手洗いの励行を周知します。
[トイレに関する対応]
■　トイレの使用について注意事項を貼り出し、避難者へ周知します。

■　トイレの清掃、手洗い消毒液の交換などの衛生管理は、避難者間で当番を決め行います。

■　トイレの使用可否を確認し、使用可能なトイレのみ使用を認めます。

■　施設のトイレの使用可否について確認ができるまで、携帯トイレや簡易トイレ等を使用します。

■　利用できる場所は施設管理者と協議の上、避難所として使える部分を明確にします。
[ごみに関する対応]

■　施設管理者と協議し、集積場所を決め避難者に周知します。
■　可燃ごみ・不燃ごみ等を分別します。

【避難所内のペット対策（盲導犬、介助犬等は除く）】

■　避難所でのペットの管理は、飼い主にあることを指導・徹底します。
■　ペットの飼育場所を決定し周知します。

■　基本的にペットは室内に入れません。介助犬等を室内に入れる場合は生活場所を別に設けます。

■　ペットを連れてきた避難者は「様式７」避難所ペット登録台帳に記入し
届け出ます。

■　ペットを連れてきた避難者は、話し合いによりペットの飼育ルールを決め、運営本部に報告し周知徹底します。
＜新型コロナウイルス感染症対応＞

·  インフルエンザ・コロナ感染疑いの避難者は、一般避難者と分けて、配置し、トイレ・ゴミ等の施設を別にします。（別添避難所レイアウト参照）




第４章　避難所の閉鎖
１　避難所の規模縮小・閉鎖の準備
⑴　避難所は避難者数等の状況に応じ、縮小・統合を進めます。
⑵　避難所運営委員長は、避難者に対し避難所の移動や部屋の移動などに関する理解と協力を求めます。なお、避難所を統合する場合は避難者への影響ができるだけ少なくなるように配慮します。
⑶　避難所運営委員長は、避難所を移動することが決定した後、移動の日時や荷物の搬送のための車両及び人員の確保について市災害対策本部と協議します。

２　避難者への働きかけ
⑴　避難所はライフラインの復旧及び被災者が一定の生活を過ごすことができるまで設置し、避難生活が慢性的に継続されることを回避します。
⑵　避難所運営委員会は、市災害対策本部からの指示を受け、避難所撤収の準備に取り掛かります。
⑶　避難所運営委員会は、避難所の閉鎖時期及び撤収準備などについて避難者へ説明します。

３　避難所の復旧作業
⑴　避難所の後片付けについては、避難所運営委員会において実施し、使用しなかった物資等の回収が必要な場合は、その種類、数量を市災害対策本部に連絡し指示に基づき処理します。
⑵　避難所の管理に使用した記録や各種台帳等を市災害対策本部に提出します。
⑶　仮設トイレ、ごみ、不用品等、避難所の開設により生じたもので、施設の通常業務に支障のある物品等の撤去を市災害対策本部に要請します。

⑷　避難所として使用したエリアについては消毒を行います。

４　避難所の閉鎖
避難所の閉鎖をもって、避難所運営委員会を解散します。
なお、施設管理者は関係機関等と連携を図り、避難所閉鎖後の通常業務体制を確立します。
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・建物の安全確認


・被災状況の把握


・避難所の開設


・避難者の受入れ





各活動班を編成して活動する


・救助活動の支援


・組織の立ち上げ


・避難所の設営


・レイアウトの決定


・避難者状況の把握


・地域情報の提供


・食料・飲料の確保


・必要物資の調達


・傷病者の把握


・要配慮者の安否確認


・炊き出しの開始


・避難所内のルール化　など





・調整機能の確立


・運営組織の再編成


・レイアウトの見直し


・２次避難所への移送


・閉鎖に向けた協議　など
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